
－ 1 －

○「働き方とライフスタイルの変化に関する
全国調査（JLPS）2019」にみる若年・
壮年者の初職への移行、職業キャリア、
結婚活動、介護問題（後編）  .................  1

○ 告 知 板.........................................................  10

2020. 10

　　　（主な内容）

No. 756令和2年10月10日発行．毎月1回10日発行．　©2020　一般社団法人　中央調査社

　　　（主な内容）

「働き方とライフスタイルの変化に関する
全国調査（JLPS）2019」にみる

若年・壮年者の初職への移行、職業キャリア、
結婚活動、介護問題（後編）

石田　　浩（東京大学社会科学研究所）
石田　賢示（東京大学社会科学研究所）
三輪　　哲（東京大学社会科学研究所）
大久保将貴（東京大学社会科学研究所）

要約
　東京大学社会科学研究所が実施する「働き方
とライフスタイルの変化に関する全国調査」を用
いて、（1）学校から初職への移行、（2）初期の職
業キャリア、（3）結婚活動と結婚意欲、（4）家族
介護と介護サービス利用という4つのトピックを
分析した。
　第1のテーマでは、学校から職場への移行過
程を取り上げ、学校の役割が顕著である高校で
の就職指導に焦点を当てた分析を行った。学校
を通した「学校経由」の就職は、それ以外の経路
の就職と比べ、卒業後「間断なく」就職した者の
比率、初職が正規職の比率、初職が大企業の比
率が高く、この傾向は1990年代から2000年代
前半に就職した人々と2000年代後半以降に就
職した人々で共通してみられた。
　第2に、学卒後初めてついた仕事（初職）と現
在の仕事（現職）のあいだの移動とその背景につ
いて分析した。1990年代後半から2000年代前
半に入職したコーホートと、それ以降に入職し
たコーホートを比較したところ、男性について

は就業状況の分布に大きな変化はみられなかっ
た。一方、女性については正規雇用の割合が上
昇し、無業の割合が低下しており、その傾向は
結婚や子どもの有無を問わず共通していた。追
加の分析からは、以前よりも女性が正規雇用と
して働きやすくなった背景として、男女ともに
長時間労働が減少していることや、若干ではあ
るが夫の家事参加の増加が考えられる。
　第3のテーマは、若年層の恋愛の変化である。
2007年に比べて2019年では、男女ともに有配
偶率も交際率も減少トレンドにあった。その背
景にあったのは、結婚活動と結婚意欲の低下で
ある。特に、友人に交際する異性を紹介しても
らうことや「合コン」への参加といった、従来主
流であった結婚活動の行動率の減少が著しい。
他方で、お見合いパーティーへの参加やインター
ネットを通した出会いは増加していた。未婚の
若者たちの意識に着目すると、結婚意欲が低下
しつつあるだけでなく、独身理由についても「異
性とうまくつきあえない」という回答が増加して
いることから、恋愛に対して消極的な方向へと
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若者が変化してきていることがうかがえる。
　第4の介護に関する分析では、調査対象者の
うち、父親が健在なのは約67%、母親が健在な
のは約85%であった。また、約70%が「1時間
未満」の場所に父母の住まいがある。父母ともに
約6.5%が介護が必要な状況にあり、父母の介
護が必要な対象者のうち、約80%が父母ともに
要支援または要介護認定を受けている。平均的
な介護時間でみた場合には、主な介護提供者は
非家族（介護事業者）である。父母の介護が必要
な対象者のうち、いずれの「サービスも利用し
ていない」と回答したのは父親で30%、母親で
25%であった。1

【注：当稿は9月号前編、10月号後編として
２カ月に分けて紹介する】

4. 若年層の恋愛の変化
（1）はじめに
　現代日本の若年層において、恋愛や男女交際
およびそれに伴うさまざまな行動の実相はいか
なるものなのだろうか。社会学者の山田昌弘と
ジャーナリストの白河桃子が「婚活」との造語を
提唱し、未婚化が進む時代状況では主体的に動
くことなしには結婚に至ることが困難であるこ
とを述べたのは、2008年のことである（山田・
白河 2008）。それから現在に至るまで、企業や
一部の自治体などが、「婚活」事業を積極的に押
し進めるようになってきた（小林・能智 2016）。
こうした時代背景からみると、現代は、より交
際を求めたさまざまな活動が活発になってきた
のではないか、との推測も成り立つ。
　他方で、ほぼ同じ時期に、若者の特徴を語る
言葉として、「草食系」や「草食化」という言葉も
ささやかれるようになった（深澤 2009）。こち
らは論者や用いられ方によりさまざまな意味が
あるが、恋愛に限った文脈で用いるならば、そ
れに対し奥手で、異性との交際に関して活発で
はないことを示唆するとみてよいだろう。それ
を裏付けるかのごとく、中高生・大学生たちを

対象とした継続的調査の結果によると、交際相
手がいる者の割合は、近年では減少基調にある

（日本性教育協会編 2019）。
　そのように、2008年からの10数年は、一方
で若年の草食化が語られ、また一方では社会的
に若年者への婚活支援が進むという現象が同時
にみられたわけである。それでは、実際に若年
層の意識や行動はどのように変わってきたのか。
この点を、「東大社研パネル調査2019」の「リフ
レッシュサンプル」（1987-1998年出生世代）と、

「東大社研パネル調査2007」の当時20-31歳で
あったサンプル（1975-1986年出生世代）とを
対比することから、実証的に検討してみたい。

(2）有配偶率と交際率
　それではまず､それぞれの調査時点において
20歳以上かつ31歳以下であった人たちの有配
偶率や交際率を、「東大社研パネル調査」のデー
タより確認してみよう。図1がその結果である。
　それによると、男性についても女性について
も、有配偶率はこの12年間のあいだに低下し
たことがわかる。ただし、その下げ幅は決して
大きなものではない。2007年の20-31歳男性
の有配偶率が25.5%なのに対して、2019年の
20-31歳男性のそれは24.2%であった。わずか
に1.3パーセンテージポイントだけ有配偶率の
低下がみられた。女性では、2007年の20-31
歳の有配偶率が30.9%であるのに対し、2019
年では26.8%であった。こちらは概ね4.1ポイ
ントの低下である。
　それよりも大きな低下がみられたのは、交際
率のほうである。調査時点で無配偶かつ交際相
手がいる者の割合を比較すると、より低下が顕
著である。2007年の20-31歳男性の交際率が
26.8%であるのに対し、2019年では20.2%と、
6.6ポイントも減少している。女性でも、2007
年の20-31歳の交際率は33.6%で、2019年の
それは27.0%であり、男性同様に6.6ポイント
の減少が観察される。

1 本稿は、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ　No.121「パネル
調査から見る初職への移行、職業キャリア、介護問題：「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査 2019」
の結果から」（2020 年 4 月）に加筆・修正したものである。本稿は、日本学術振興会（JSPS）科学研究費補助金基
盤研究（S)（18103003, 22223005）、特別推進研究（25000001, 18H05204）の助成を受けて行った研究成果の一部
である。東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究資金、（株）アウトソーシング
からの奨学寄付金を受けた。調査は一般社団法人中央調査社に委託して実施した。パネル調査データの使用にあたっ
ては社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。
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　ではその逆にどのカテゴリが増加したのか
といえば、交際経験がまったくない者の割合
であることは明白である。男性では2007年の
20-31歳については24.5%だったが、2019年
には33.5%と、約9.0ポイントも増加している。
女性についても、2007年は14.8%だったが、
2019年では21.1%となり、違いは6.3ポイント
とやはり大きく増加がみられる。
　よって、2007年から2019年にかけて、若年
層の恋愛離れが進んできたことをみてとること
ができる。「婚活」が社会の耳目を集めるところ
となった時代背景ではあったが、未婚化のトレ
ンドを変えるには至ってはいないのである。そ
してそれ以上に、「草食化」と語られる言説に符
合するように、交際あるいは恋愛が徐々に多く
の若者にとって縁遠いものとなっていくかのよ
うな傾向がみられた。
　ただ、婚姻や交際の状況をみるだけだと、重
要な事実を見落とす危険性がある。何かという
と、「結婚や交際の実現に向けて何をしている
か」という点である。つまり、「婚活」がある意味
ブームとなったことで、仮に交際していなくて
も、交際するためのさまざまな活動には能動的
になっているのかもしれない。そこで次に、未

婚者が結婚に向けておこなった活動、いわゆる
「婚活」の実態を、時代間で比較していきたい。

(3）交際に向けた活動
　図2は、未婚者に関する、調査時より直近1年
以内に、交際してみたい異性と出会うためにお
こなった諸活動の経験率である。概ねではある
が、「婚活」に相当するとみてよい項目といえる。

「東大社研パネル調査」では、「その他」まで含む
13の活動について、複数回答可の形式で経験の
有無をたずねている。それらのうち、2019年調
査での選択した割合の高いもの（上位5位まで）
の活動にかんしてのみ結果を図示した。
　男女ともに、活動経験率の上位のものはだい
たい同じである。第1位は「友人に紹介を依頼」で、
男性で18.2%、女性では19.9%がこの1年間に
経験ありと回答した。第2位は「合コン」で、男
性の11.4%、女性の14.8%が経験があるようだ。
第3位の「インターネット」については、男性の
9.9%、女性の12.3%が経験ありと回答をして
いる。第4位は「職場の人に紹介を依頼」であり、
これにかんしては男性では7.7%、女性では8.1%
の経験率となっている。そして第5位は「お見合
いパーティー」への参加であるが、男性で4.5%、

図1　有配偶率・交際率
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女性で8.4%が経験をしたと回答をしている。
　注目すべきは、これら諸活動のなかで、経験
率が激減したものと増加したものに分かれるこ
とである。2007年当時には男女ともに4割5分
もの経験率だった「友人に紹介を依頼」は、2019
年では26 ～ 27ポイントもの大幅な減少となっ
た。同じく「合コン」への参加も、同様に男女と
も23 ～ 24ポイントほどの大きな減少がみられ
た。それから「職場の人に紹介を依頼」について
は女性で8ポイント、男性で12ポイントの減少
だが、2007年に比して半減しているわけである
から､やはり大幅減とみてよい。
　一方で、「お見合いパーティー」および「イン
ターネット」の活動経験率はやや増加している。

「お見合いパーティー」の経験率の増加は、男性
で2.4ポイント、女性で3.9ポイントと値そのも
のは大きくはないけれど、比較基準となる2007
年当時の経験率が小さいゆえに比でみると倍増
となっている。「インターネット」はというと、男
性では2007年から2019年にかけて活動率は横
ばいに過ぎないが、女性の方は5.1ポイントの
増加となっている。
　かつて主流だった友人や職場での紹介や合コ
ンといった活動から、インターネットやお見合
いパーティーへのような活動へと、婚活の中心
的な内容が変わりつつあることを反映した結果
なのかもしれない。ただ現状では、新たなタイ
プの婚活の増加分よりも、従来主流型の婚活の
減少分のほうが圧倒的に大きいため、全体的に
は、結婚活動は低調になってきているように結
果を受けとめざるをえない。こうした活動が減っ
ていること自体、結婚や恋愛が、若年層の誰し
もが望むことではなくなってきていることを映
し出したものなのかもしれない。

（4）結婚意欲と独身理由
　回答者本人の主観的な結婚意欲の分布をみた

ものが、図3である。この質問への回答から、前
項でも触れた、現代の若年層にとってどれほど
結婚を求めているのかを把握することができる。
　2007年当時の若年層と比べると、2019年の
若年層のほうが、結婚意欲が弱くなっているこ
とが図3よりうかがえる。結婚を「ぜひしたい」
との回答割合は、男性では2007年の40.0%
から2019年の32.0%へと、8ポイント減少し
た。女性でも、2007年の48.0%から2019年の
39.1%へと変わり、同じく減少していることが
わかる。その反面、「してもしなくてもよい」と
いう中立的回答は男女それぞれ7ポイント、8ポ
イントほど増加している。また、「したくない」と
いう否定的回答と、結婚について「考えていない」
という保留的な回答も、微増している。全体的
にいうと、結婚意欲は以前の世代よりも弱くなっ
たとみることができる結果といえる。
　では、交際の状態別に結婚意欲を検討すると
何がいえるだろうか。図4は、未婚者を、「交際
中」、「過去に交際経験あり」、「交際経験なし」の
3つのグループに分けて、それぞれの結婚意欲の
時代間変化をみたものである。なお、ここでは、

「ぜひ結婚したい」と「できれば結婚したい」とい
う回答の割合を合計した値を縦軸に示した。
　図4によると、交際状態ごとに、結婚意欲の
低下の程度が異なることが明らかである。現在
交際相手がいる場合には、2007年から2019年
にかけて、結婚をしたい者の割合低下は、男女
いずれもだいたい4パーセンテージポイントく
らいだけである。だが、過去に交際経験がある
場合だと8 ～ 13ポイントほどの低下になり、さ
らにまったく交際経験のない場合になると17 ～
18ポイントもの大幅な低下になる。つまり、恋
愛や交際から遠ざかっているほど、結婚意欲の
低下がより顕著になる傾向をみてとることがで
きる。結婚意欲の低下は一様に起きているわけ
ではなく、このように恋愛経験が少ない層にお

図3　結婚意欲の変化
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いてより大きく低下することがわかった。
　最後に、若年の未婚者たちが、自身の独身理
由としてどのような回答をしたのかをみてみよ
う。「東大社研パネル調査」では、未婚者に限り、
2007年以降、独身理由を複数回答可能な形式で
継続的にたずねてきた。その質問の選択肢は19
あるが、それらのなかから男女それぞれで上位8
位までの選択肢に絞って、回答率の変化をみた
ものが図5である。
　選択肢の回答率にかんして、順位の変動はい
くらかあるものの、上位になるものは2つの調査
時でだいたい同じである。男女ともに「適当な相
手にめぐり会わない」が常にトップで、概ね4割
超の回答率になっている。それに次ぐ回答率に
なるのは、「まだ若過ぎる」や「必要性をまだ感じ
ない」などである。「趣味や娯楽を楽しみたい」、

「仕事に打ち込みたい」なども安定して高い回答
率を示している。
　2007年と2019年のあいだで回答分布を比較
すると、回答率が下がった選択肢が多いことが
わかる。具体的には、男性において、「必要性を
まだ感じない」との回答率が約11ポイントも下

がったほか、「経済状況に不安」や「仕事に打ち込
みたい」なども回答率は時点間ではっきりと低下
している。女性では、「仕事に打ち込みたい」、「ま
だ若過ぎる」などの選択肢の回答率低下が相対的
に大きめである。また、他の選択肢も多かれ少
なかれ回答率の低下がみられる。
　しかし他方で、回答率が上昇した選択肢がわ
ずかながらある。それは、女性に限るが「趣味や
娯楽を楽しみたい」という選択肢と、それから「異
性とうまくつきあえない」という選択肢である。
変化の大きさと、男女で共通した傾向というこ
とから、後者の意味はより重いものと考える。
すなわち、異性と交際をしようにもうまくはい
かないと自己認知する若年層がこれまでよりも
増えつつあるのである。それは、既にみた結婚
意欲の低下とも相まって、恋愛や結婚へと向か
う力を弱める方向へと作用するだろう。

（5）小括
　本節では、若年層の恋愛の変化を検討した。
2007年に比べて2019年では、男女ともに有配
偶率も交際率も減少トレンドにあった。その背

図4　交際状態と結婚意欲

図5　独身理由の変化
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景にあったのは、結婚活動と結婚意欲の低下で
ある。特に、友人に交際する異性を紹介しても
らうことや「合コン」への参加といった、従来主
流であった結婚活動の経験率の減少が著しい。
他方で、お見合いパーティーへの参加やインター
ネットを通した出会いは増加していた。未婚の
若者たちの意識に着目すると、結婚意欲が低下
しつつあるだけでなく、独身理由についても「異
性とうまくつきあえない」という回答が増加して
いることから、恋愛に対して消極的な方向へと
若者が変化してきていることがうかがえる。

文献
◦深澤真紀（2009）『草食男子世代―平成男子

図鑑』光文社知恵の森文庫.
◦小林盾・能智千恵子（2016）「婚活におけ

る結婚の規定要因はなにか」『理論と方法』
31(1）: 70-83.

◦日本性教育協会編（2019）『「若者の性」白書
―第8回青少年の性行動全国調査報告』小学館.

◦山田昌弘・白河桃子（2008）『「婚活」時代』ディ
スカバー携書.

（三輪哲）

5. 家族介護と介護サービス利用の状況
（1）はじめに
　2000年に介護保険制度が創設されて以降、介
護のあり方は大きく変化した。介護保険制度以
前の主な介護提供主体は家族であったが、介護
保険制度以降は、主な介護提供主体は家族およ
び非家族（公的介護サービスなど）になりつつあ
る。とはいえ、非家族によって提供される介護
サービスが、家族介護を完全に代替するケース
は稀である。周囲で介護が必要になった場合に
は、公的介護サービスを利用しながら、在宅や
施設で補助的に家族介護を継続することが多い
からである。この点を踏まえると、持続可能な
介護提供体制を設計する前段階として、家族介
護と介護サービス利用の状況を丁寧に把握する
必要がある。こうした背景のもと、本稿では、「東
大社研パネル調査2019」の「継続・追加サンプル」
を用いて、家族介護と公的介護サービス利用の

状況を明らかにすることを目的としたい。「東大
社研パネル2019」では、調査対象者が介護をす
る側の年齢に差し掛かっていることを踏まえて、
新規項目として「両親の住まいへかかる時間」「両
親の介護の必要」「両親の要介護状態」「両親へ
家族介護をしているか」「両親は介護サービスを
利用しているか」について尋ねている。これらの
項目を一度に尋ねている調査は貴重であり7、「東
大社研パネル2019」を用いることで、家族介護
と介護サービス利用の現状を詳細に把握できる。
以下では、家族介護と介護サービス利用の現状
を集計し、さらに、どのような属性の人が介護
を必要とし、どのような人が介護をしているの
かという点について明らかにしたい。

（2）両親の状況
　「東大社研パネル2019」では、両親について健
在か他界かを尋ねている。なお、「東大社研パネ
ル2019」における調査対象者の年齢は、32〜52
歳である。表1は、これらの対象者の父親と母
親のそれぞれについて集計した結果である。表1
をみると、「父親生存」が約67%、「母親生存」が
約85%となっており、「母親生存」のほうが18%
ポイントほど高くなっている。また、父母の状
況については2〜5%前後が「わからない」または

「無回答」と回答しており、以下では「わからない」
「無回答」の対象者を分析から除外している。

 

　続いて、「両親の住まい」について集計した結
果が表2である。この質問では、最もよく使う交
通手段を用いた場合に、対象者の自宅からかか
る時間として、「同じ建物内」「同じ敷地内の別棟」

「30分未満」「30~60分未満」「1~3時間未満」「3

7 例えば、厚生労働省が実施する「中高年者縦断調査」では「家族が介護を必要としているか」「調査対象者が介護を
しているか」について尋ねているが、「介護サービスの利用」については尋ねていない。また厚生労働省が実施する

「国民生活基礎調査」では調査対象が要支援または介護認定を受けている者に限定されるため、介護者に焦点をあて
た分析が困難である。

表1　両親の状況
父親 母親

生存
2166 2754

66.77% 84.90%

他界
814 305

25.09% 9.40%

わからない
180 115

5.55% 3.55%

無回答
84 70

2.59% 2.16%

サンプルサイズ 3244 3244
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時間以上」の選択肢が与えられている。ここでは、
「同居（敷地内の別棟を含む）」「1時間未満」「1
時間以上」の3カテゴリで集計をした。表2からは、
対象者の父母ともに25%程度が同居しているこ
とがわかる。また、「1時間未満」に父母の住まい
があるのは約42%、「1時間以上」は約32%であ
ることから、およそ7割が「1時間未満」の場所に
父母の住まいがあることがわかる。

 

（3）両親の介護の必要
　次に、両親の介護が必要か否かについて確認
しよう。表3は、父母別に介護の必要について
集計した結果である。先述の通り、両親の状況
が「わからない」もしくは「無回答」と回答した対
象者は集計から除いている。表3からは、父母
ともに約6.5%が「介護が必要である」と対象者
が回答している。

　それでは、両親の介護が必要な対象者のうち、
どの程度が要支援または要介護認定を受けてい
るのだろうか8。表4の集計では、表3において

「介護の必要がなし」または「無回答」の対象者は
集計から除いた。表4の結果からは、介護が必
要な父母のうち、父母ともに約80%が要支援ま
たは要介護認定を受けていることが確認できる。
このことは、介護が必要であるのにも関わらず、
約20%の父母が要支援または要介護認定を受け
ていないことを意味する。要支援または要介護

認定がなされない軽度の要介護状態が考えられ
る一方で、本来であれば要支援または要介護認
定を受けられるのにも関わらず、要介護認定申
請そのものをしていない可能性も指摘できる。

（4）誰がどの程度両親に介護をしているか
　両親の介護が必要な場合に、家族や介護サー
ビス事業者はどの程度介護をしているのだろう
か。表5は、「調査対象者」「調査対象者の配偶
者」「調査対象者の親族」「介護事業者」 それぞ
れの介護時間（1週間平均）を集計した結果であ
る。「介護事業者」は父で約15時間、母で18時
間と最も長く、続いて、「調査対象者の親族」が
父母ともに約6.7時間となっている。「調査対象
者」の介護時間は、父親で1.1時間、母親で2時
間である。「調査対象者の配偶者」については、
父親が6.7時間、母親が1.4時間となっている9。 
平均的な介護時間でみた場合には、主な介護提
供者は非家族（介護事業者）であることがわかる。

 

　最後に、両親が利用している介護サービスの
詳細について確認しよう。表6は、父母のそれ
ぞれについて、現在利用している介護サービス

（複数回答）を集計した結果である。最も利用さ
れているサービスは「通所サービス」であり（父親

8 介護保険制度の枠組みでは、介護保険被保険者は、要介護認定申請をすることで、介護認定審査会の結果を経て要
支援または要介護の認定を受けることができる。最も軽度の要支援 1 から、最も重度の要介護 5 まで合計 7 段階の
要介護度が設けられている。

9 サンプルサイズが小さく分散が大きいため、この差が偶然でないのかについては判断を保留せざるを得ない。

表2　両親の住まい（最もよく使う交通手段でかかる時間）
父親 母親

同居
（敷地内の別棟を含む）

541 742

24.52% 26.57%

1 時間未満
945 1172

42.84% 41.96%

1 時間以上
720 879

32.64% 31.47%

サンプルサイズ 2206 2793

表3 両親の介護の必要
父親 母親

介護の必要あり
143 179

6.46% 6.49%

介護の必要なし
2059 2591

93.54% 93.51%

サンプルサイズ 2202 2770

表4　両親の要介護状態
（介護の必要ありと回答した対象者のうち）

父親 母親

要支援・介護認定を
受けていない

29 40

21.97% 23.67%

要支援・介護認定を
受けていいる

103 129

78.03% 76.33%

サンプルサイズ 132 169

表5　1週間平均の介護時間
（介護の必要ありと回答した対象者のうち）

父親 母親

調査対象者の
介護時間

1.13（2.72） 2.07（4.40）

N=120 N=138

調査対象者の
配偶者の介護時間

6.72（24.11） 1.44（5.87）

N=100 N=101

調査対象者の
親族の介護時間

6.79（18.92） 6.62（20.47）

N=100 N=111

介護事業者の
介護時間

15.33（34.70） 18.31（37.05）

N=93 N=99
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が43%、母親が28%）、続いて「訪問サービス」
が利用されている（父親が22%、母親が24%）。

「短期入所サービス」については、父母ともに約
10%であり、「居住系サービス」については父親
で10%、母親で20%が利用している。介護の
必要があると回答した対象者のうち、いずれの

「サービスも利用していない」と回答したのは父
親で30%、母親で25%であった。

（5）誰が介護の必要に直面しているのか
　これまでに、家族介護と介護サービス利用の
状況について簡単な要約統計量を確認した。こ

こでは、父母の介護が（現在）必要であることは、
父母の（過去の）属性に規定されているのかを検
討する10。多変量解析における結果変数は「介
護を必要としているダミー」であり、予測変数
としては父母それぞれについての「学歴（大卒ダ
ミー）」「年齢」「（調査対象者が15歳時点での父
母の）正規職ダミー」「（調査対象者が15歳時点
での）暮らしむき」「（調査対象者が15歳時点で
の父母の）喫煙ダミー」を設定する。これらの変
数を用いて、最小二乗法によってモデル推定を
した結果が図6である。図6からは、年齢が高い
ほど介護が必要な状態になりやすく、（調査対象
者が15歳時点での父母が）正規職であれば介護
が必要な状態になりにくいことがわかる11。後
者の分析結果は、ライフコースの初期における
社会経済的地位が、その後の要介護状態に影響
を与えることを示唆している。

（6）誰が両親の介護をしているのか
　最後に、調査対象者が実際に家族介護をする
かしないかは、どのような要因に規定されるの
かを検討する。先の分析では、父母の要介護状
態を父母の属性に回帰していたのに対して、こ
こでは子である対象者が介護をしているのかを、

（主に）対象者本人の属性に回帰する。多変量解
析における結果変数は「介護を実際にしているダ

表6　利用している介護サービス
（介護の必要ありと回答した対象者の父母のうち）

父親 母親

訪問サービス
（訪問介護など）

30 40

22.06% 23.39%

通所サービス
（通所介護・リハビリな

ど）

58 48

42.65% 28.07%

短期入所サービス
（ショートステイなど）

15 16

11.03% 9.36%

居住系サービス
（特養など）

14 34

10.29% 19.88%

その他サービス
8 18

5.88% 10.53%

その他サービスを
利用していない

41 42

30.15% 24.56%

サンプルサイズ 136 171

10 山田・酒井（2016）や Oshio and Usui (2018) では、周囲に介護の必要があるイベントの発生はランダムに生じる（外
生的）と想定している。しかしながら、この仮定は自明ではないため、本稿では様々な変数との関連を確認する。

11 ただし、95% 信頼区間が 0 をまたいでいないのは女性のみである。

図6 両親介護が必要である状況の規定要因
注）最小二乗法による推定値。エラーバーは95%信頼区間

を表している。

図7 介護をすることの規定要因
注）最小二乗法による推定値。エラーバーは95%信頼区間

を表している。
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ミー」であり、 予測変数としては「（子の）性別」「住
まい（1:同居、2:1時間未満、3:1時間以上）12」

「（子の）就業ダミー」「（子の）収入」「（子の）婚姻
ダミー」「（父母の）介護必要ダミー」を設定する。
これらの変数を用いて、最小二乗法によってモ
デル推定をした結果が図7である。図7からは、
父母と子の住まいの行き来にかかる時間が長い
ほど、子が父母の介護をしなくなる傾向が確認
できる。また、父母の介護が必要な状況であれ
ば、子は介護をする傾向にあることもわかる13。
性別に着目すると、男性は女性に比べて父親へ
も母親へも介護をしない傾向がある。

（7）おわりに
　本稿では、「東大社研パネル2019」調査で新
たに尋ねた家族介護と介護サービス利用の質問
項目を用いて、基礎集計をおこなった。基礎集
計結果のポイントは以下の通りである。
◦調査対象者のうち「父親生存」は約71%、「母

親生存」は約85%
◦約70%が「1時間未満」の場所に父母の住まい

がある
◦父母ともに約6.5%が介護が必要な状況にある
◦父母の介護が必要な対象者のうち、約80%が

父母ともに要支援または要介護認定を受けて
いる

◦平均的な介護時間でみた場合には、主な介護
提供者は非家族（介護事業者）である

◦父母の介護が必要な対象者のうち、いずれの
「サービスも利用していない」と回答したのは
父親で30%、母親で25%であった

　以上の基礎集計に加えて、本稿では「誰が介
護の必要に直面しているのか？」「誰が両親の介
護をしているのか？」という点に着目し、多変量
解析をおこなった。前者の分析結果は、（子が
15歳時点で父母が）正規職であれば、（非正規職
や無職に比べて）父母の介護が必要な状態になり
にくいことを示している。後者の分析結果から
は、父母と子の住まいの行き来にかかる時間が
長いほど、子が父母の介護をしない確率が高ま
ることが明らかとなった。

引用文献
◦ Oshio、 T. and E. Usui . (2018）、 “How 

does informal caregiving affect daughters’ 
employment and mental T health in Japan?” 
Journal of The Japanese and International 
Economics 49: 1-7.

◦山田篤裕・酒井正（2016）「要介護の親と中
高年の労働供給制約・収入減少」『経済分析』 
191: 183-212.

（大久保将貴）

6. まとめ
　本稿は、2019年に実施した「働き方とライフ
スタイルの変化に関する全国調査」を素材とし
て、以下の4つのトピックについて分析した。(1）
学校から初職への移行、(2）初期の職業キャリ
ア、(3）結婚活動と結婚意欲、（4）家族介護と介
護サービスの利用、である。2007年からの「継
続サンプル」は2019年で13回目の調査を迎え、
2010年から追跡している「追加サンプル」は9回
目の調査となり、比較的長期に渡りデータが蓄
積されてきた。継続・追加サンプル「若年調査」

（2007年に20-34歳）の回答者は、2019年には
32-46歳となり、20歳代の若年者が捕捉できて
いない。そこで2019年には20-31歳の若年者
を対象として新たに「リフレッシュサンプル」を
抽出し、調査を実施した。今回取り上げた最初
の3つのトピックについては、「若年調査」の回答
者のうち20-31歳を取り出して、「リフレッシュ
サンプル」回答者との比較を中心に分析した。
なお、最後の介護に関するトピックについては、
若年者の介護経験が少ないこともあり、「継続・
追加サンプル」（2019年に32歳から52歳である）
回答者のみを対象として分析を行っている。
　今後は、「継続・追加サンプル」とともに「リフ
レッシュサンプル」についても対象者を毎年追跡
していくことになるので、ほぼ10年前の20歳代
の若年者の経験と2019年の20歳代である若年
者がこれから経験する軌跡を比較することが可
能となる。

（石田浩）

12 「住まい」の参照カテゴリは「1: 同居」である。
13 Oshio and Usui (2018) は介護が必要な状況になることはランダムに発生すると想定し、この変数を、実際に介護を

する変数の操作変数として用いている。Oshio and Usui (2018) でも本稿の結果と同様に、周囲に介護が必要な者
がいると、実際に介護をする確率が高まることが指摘されている。
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9月の時事世論調査
9月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は46.3％で前
月から13.6ポイント増加した。
不支持率は36.5％だった。安倍
首相は8月28日に辞意を表明、
今回が第2次政権最後の支持率
調査となった。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として9月11日
から14日に実施、有効回収（率）
は1,259（63.0％）だった。

【注：4月は調査中止、5月と6月
は郵送法で実施】

この時期の国内の動きは、
渡哲也さん死去：刑事ドラマ

の「西部警察」など幅広く活躍し
た俳優の渡哲也（わたり・てつや、
本名渡瀬道彦=わたせ・みちひ
こ）さんが10日に肺炎のため死
去した。78歳だった（8月14日）。

4 ～ 6月 期 実 質G D P、 戦 後
最大の下げ：内閣府が公表した
4 ～ 6月期の国内総生産（G D P）
の速報値は、物価変動の影響を
除いた実質の季節調整値で前期
から年率換算で27.8%減となっ
た。リーマン・ショック後の年
率17.8%減を超える戦後最悪の
落ち込み（8月17日）。

藤井棋聖が史上初の10代二冠：
高校生の将棋プロ、藤井聡太棋
聖（18）は第61期王位戦七番勝
負第4局で木村一基王位（47）に
勝ち、4連勝で王位のタイトル
を奪取、二冠となった。このタ
イトル獲得により八段に昇段し、
18歳1カ月での二冠達成と八段
への昇段はいずれも最年少記録

（8月20日）。
安倍首相、辞任意向：安倍晋

三首相は持病の悪化で職務の継
続が困難だと判断し、辞任する
意向を固めた。自民、公明両党
の幹部に伝えた。第2次安倍政

い台湾を訪問、立法院（国会）で
演説した。大統領に次ぐ地位とさ
れる上院議長の訪台は初で、中
国が強く反発している（9月1日）。

イランの核合意を維持：イラ
ンの核開発を制限する「イラン核
合意」の当事国、英仏独中ロとイ
ランの6カ国がウィーンで会議を
開催し、崩壊の危機に面してい
る合意の維持を改めて確認した

（9月2日）。

政 党 支 持 率　自民 党の支 持
率 は 前 月 比2.3ポ イ ン ト 増 の
26.5％。以下、立憲民主党は0.3
ポイント減の3.2％、国民民主党
は0.2ポイント減の0.4％、公明
党は3.3％で変わらず、共産党は
0.5ポイント増の2.1%、日本維
新の会は0.2ポイント増の1.7％
だった。支持政党なしは1.2ポイ
ント減の60.4％。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り2.4ポ イ ン ト 増 の
4.4％、「悪くなった」は15.5ポイ
ント減の55.3％となった。時事
世論景気指数は前月から45ポイ
ント増加して21となり、今年3月
以来久々にプラス値に復帰した。

【注：郵送法で実施した5月と6
月は回答傾向が大きく異なったた
め、景気指数は算出していない】

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.9
ポイント増の3.9％、「苦しくなっ
た」は1.5ポイント減の26.9％と
なった。

権は2012年末から約7年8カ月
続き、憲政史上最長を更新した
ばかり（8月28日）。

8月平均気温、東日本で過去最
高：気象庁は8月の平均気温は東
日本で平年より2.1度上回り、統
計を取り始めた1946年以降、最
も高かったと発表した。西日本も
平年を1.7度上回り、2010年と
並ぶ最高記録となった（9月1日）。

合流新党名「立憲民主党」：立
憲民主党と国民民主党などでつ
くる合流新党の代表選で、立憲
の枝野幸男代表（56）が国民の泉
健太政調会長（46）を破り代表に
選ばれた。任期は2022年9月ま
で。新党名を「立憲民主党」に決
め、野党第1党となる（9月10日）。

国外では、
イスラエルとU A Eが国交正

常化：トランプ米大統領は、イ
スラエルとアラブ首長国連邦

（U A E）が国交正常化に合意した
と発表した。アラブでイスラエ
ルと国交を持つのは3カ国目とな
る（8月14日）。

米デスバレーで気温54.4度：
米カリフォルニア州の国立公園
デスバレーで16日に気温54.4
度を記録した。公式記録として
確認されれば1931年以来89年
ぶりの暑さとなる。米西海岸で
は熱波の影響で記録的な暑さが
続いている（8月18日）。

男優賞、女優賞の区別廃止：
来年2月に開催予定の世界三大
映画祭の一つ、ドイツ・ベルリ
ン国際映画祭は男優賞と女優賞
を取りやめ、新たに性別に関係
なく表彰する「主演俳優賞」と「助
演俳優賞」を設けると発表した（8
月25日）。

大 坂なお み 選 手が 棄 権：米
ニューヨークで開催中のテニス

「ウエスタン・アンド・サザン・
オープン」の女子シングルスに出
場中の大坂なおみ選手は、27日
に予定されている準決勝を棄権
すると発表した。米ウィスコン
シン州で黒人男性が警官に背後
から銃撃された事件などへの抗
議が目的（8月27日）。

チェコ上院議長、台湾国会で
演説：チェコのミロシュ・ビスト
ルチル上院議長が外交関係のな

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2012年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年
97.2 143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9
19年 （６月）（７月）（８月）（9月）（10月）（11月）（12月）

105 111 106 106 96 105 104
20年 （１月）（２月）（３月） ～ （７月）（８月）（８月）

84 75 17 -14 -25 21

政党支持率（上段：9 月、下段：8 月）
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